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高大連携 は1999年の中央教育審議会の答 申 「初等 中等教育 と高等教育 との接続 の改善ついて」に
おいて、高等学校 における生徒 の能力 ・適性 ・意欲 ・関心等 に応 じた進路指導や学習指導 の充実 を
図る 目的で推進 された。この答 申では、「高等学校においては、将来 の進路や職業選択 を見通 した進
路指導や学習指導を実施。それぞれ の生徒 が進路 に応 じた科 目を履修す るための適切なガイ ダンス
等 も必要。 また、大学 の教員や企業 の協力を得 て、高等教育の具体 的な内容や 、将来の職業選択 と
の関係 、企業 のあ り方や職業生活 について、実際的 ・体験的な情報 を提供 して もらった り、体験入
学や就 業体験 の機会 の拡充 を図 る。」とし、また、高等学校 関係者 と大学関係者 の相互理解 の促進 と
して 「大学 の教員が高等学校 において、学問の紹介や講義 を行 うことや、逆に、高等学校等 の教員
が大学での補習授 業に協力す ることな どの試み を一層推進。」としている。この答 申を契機 に、近年、
その形態は様 々であるが、多 くの高等学校 において大学等 の高等教育機 関 との連携事業が実施 され
てい る。 また、都道府県単位 で高等学校 関係者 と高等教育 関係者 が一堂 に会 し、情報交換 し理解 を
深 める 「連携協議会 」等 の設置 も多 くの地域 で進 め られつつ ある。
各専門領域 に関す る教育 においても、近年 、産業構造や就業構造 の急速な変化 に伴い、産業界か
ら高度な能力 を持っ職業人の育成 が要請 され 、高等教育にお ける各専 門領域 に関す る教育へ の期待
が高ま りつつ ある中、技術 ・職業教育 における高等学校 と高等教育機 関であ る大学等 との接続 ・連
携 は検討すべ き今後 の重要な課題 となってきてい る。す でに職 業系の専門高校 と大学 をは じめ とす
る高等教 育機 関 との間にお ける連携 は、多 くの地域において独 自に試行 されてきてお り、国の指定
事業 としても、 「科学技術 ・理科大好 きプ ラン」サイエ ンス ・パ0ト ナ0シ ップ ・プログラム(SPP
事業)に よる高大連携 プログラムや職業系の専 門高校 を対象 とした 「目指せ スペ シャ リス ト事業」
プログラムな どが実施 されっっある。前者 は、専門の基礎 に当た る科学技術教育 の推進 が主な 目的
であ り、専門高校 を含む多数の高等学校 と大学等の連携 を模索す る新 しい試 み として注 目され る。
後者は、その募集 テーマ の一つである 「学びの連続性 を考慮 した高大連携 に よる職業教育プログラ
ムの開発 」 として、指定校 を中心 とした試 みが行われている。
3.高 大連携の現状
文部科学省 の調査による と、平成18年度 にお ける全 国の各形態別高大連携 実施校は、以下の通 り
である。大学 の科 目等履修生、聴講生又は公 開講座 の活用状況は、公立では、42都道府 県10政令市
の789校、私立では、34都道府県の199校、国立では、3都 県の3校 、総計43都道府 県10政令市の991
校 である。 また、大学教員 による高等学校 での学校紹介や講義等の実施状況は、公立では、47都道
府県16政令市 の1754校、私立では、45都道府県の704校、国立では、7都 府 県の13校、総計47都道府
県16政令市の2471校にのぼる。学科 ご との内訳は、国公私 立あわせて、普通科721校、総合学科53
校、職 業系専 門学科246校、その他 の専門学科123校である。
大学における取 り組み の内容 は、高校生の(模 擬)授 業 ・(模擬)ゼ ミ、実験 ・実習 、集 中講座 、
連携授 業 ・連携講座 、公 開講座 ・オープ ンキャンパス ・サマーキャンパスへの参加 あるいは見学、
88
職業系専門高校と高等教育機関及び産業界との連携について
体験入学、科 目等履修生、聴講生 な どであ り、その取 り扱いは、修 了証、体験生、聴 講生、大学の
単位 として認定、試験 によ り大学 の単位 として認定な どである。 高等学校においては、大学等で一
定 の時間数 を履修 した場合は、高等学校 の単位 として認 定す る ところが多い。大学、高等専門学校、
専修学校等 にお ける学修 の単位 を認定 している学校数 は、平成18年度 で、45都道府 県5政 令市の428
校 である。その内訳 は、大学での学修 の単位 を認定 してい る学校数 は415校、以下、高等専門学校14
校、専修学校72校、その他57校である。また、大学入 学後 に大学の学修単位 として認 めている大学
も国公 私立を問わず数校 ある。
一方、高等学校 における取 り組み の内容 は、大学の教員 による出張授業や講演等であ る。
しか し、以上の よ うな取 り組 みは、現状ではまだ模 索段階 にあ り、試行的な試み に過 ぎない とこ
ろが多 く、本格的な取 り組みに移行す るには、今後、高大双方でのカ リキュラム、選抜 、評価 シス
テ ム等、多 くの検討 が不可欠である。
また、平成18年度 において、教育委員会 と大学等 との間で協定を結 んでい るのは、33都道府県6
政令市、連携協議会等 を設置 しているのは、25都道府 県4政 令市である。また、大学等 と連携協議
会等 を設置 してい る高等学校数 は、公 立で28都道府県6政 令 市の279校、私 立で36都道府県の303校、
国立で3都 府県の8校 である。具体的な協議 内容 としては、大学にお ける教育内容 ・入 学試験(推
薦 ・AO入 試等)・教育実習等 に関す る情報交換 、カ リキュラム開発 、高大連携 の公開授 業 ・公開講
座、大学の補習授 業へ の支援 、専門高校卒業生 の大学での受 け入れ について、各高等学校 にお ける
専 門科 目の内容説明、大学 における各専門領域 に関す る教育の内容や履修のあ り方な どの例 が報告
されている。
最近、高大連携 は、高等学校 と高等教育機 関 との接続 ・連携 のみな らず、義務教育 も視野 に入れ
た連携 の模索や、広 島 ・島根 両県の18国公私 立大学 ・短大 を中心 とした 「高大連携 による過疎地域
の人材 育成及びICカ ー ドを活用 したひ ろしまカ レッジ」 な ど、地域 を含 めた幅広いプ ロジェク ト
も実施 され てい る。 このよ うに、高大連携 は、高等学校 と高等教育機 関 との関係 に とどま らず、義
















し手助けをすれば、大学 において十分な成績 を残す ことができるが、最初に蹟 くとなかなかそれ を
取 り戻す ことが難 しい らしい」、ことか ら、英語、数学 、物理 、化学な どに関す る補習授 業を実施 し、
成果 を上げてい る。 なお、新潟大学 のみな らず他の専門高校 と大学等 の連携 において も、各専門領
域 に関する学習への動機付 けができてい る専門高校生の学習意欲 は高 く、補習授業な どの実施 によ
り、卒業時の成績は極 めて高い と言 われている。
AO入 試 と関連 した取 り組 みを平成20年度 か らは じめた愛媛大学農学部の事例 は、今後 の専門教
育 における新 しい高大連携の例 として興味あるものである。 この 「農 山漁村 地域マネジメン ト特別
コ0ス 」は、地域の維持 ・発展 に貢献す る後継者 ・担い手養成 を 目的 としてお り、地域 を支 える意
欲 ある人材 の育成に焦点 を当てている。そ こで求 める学生像 として、「地域 とは何か」「農 とは何 か」
を しっか り理解 し、それ らを地域貢献のために活用できる者、卒業後 は、愛媛県 を中心 とす る地域
に戻 り、農林漁業 自営、 自治体、農林漁業団体 、第3セ クタ0等 に従事す る者 、あるいは これ らの
関連事業を新た に起業す る者 、 としてい る。 また、合格後入学手続 きを行った者 に対 しては、大学
入学までの時間を有効 に活用するため、定期 的に課題 を課 して提 出 させ るな ど、入学後の学習のた
めの準備 をあ らか じめ用意す るな ど、 きめ細 かな配慮 が されてい る。
その他 、東京工業大学教育工学 開発セ ンター による衛星通信 システ ムによる高大連携 プロジェク
トや私立大学 で主に行 われている様 々な通信 システムによる連携 もある。
しか し、 これ らの試み の多 くは始 め られて 日も浅 く、解決すべき課題が 山積 してい ると言 える。
今後、現状 での具体的な多 くの課題 を明 らかに し、連携 に向けた選抜 のあ り方お よびカ リキュラム
や教育内容 の改善のあ り方等を探 る必要があ り、諸外 国にお ける実践事例か らの示唆 も必要 と思わ
れ る。中で も、わが国に先ん じて大学の大衆化 が進行 したアメ リカ合衆国における様 々な取 り組み
の事例は、今後のわが国における こうした取 り組みの推進 に当たって注 目に値す るものであ り、そ
の概要につ いては以下の通 りである。
5.ア メリカ合衆国の技術 ・職業教育における高大連携の現状と課題
アメ リカ合衆国における技術予備教育、いわゆるテ ックプ レップ ・プログラムは、わが国にお け
る今後のキャ リア教 育や技術 ・職業教育における中等教育 と中等後教育 との接続 ・連携 のあ り方 を
探 る上で参考 とすべき内容 を含 む ものであ り、示唆に富んだものである。 このプログラムは、1990
年修正のパー キンズ職業 ・応 用テクノロジー法 によって法制化 され たものであ り、 中等教育 と高等
教育の接続 ・連携 をはか り、生徒 の職業キャ リアのみな らずアカデ ミックな基礎基本的能力 をも含
む総合的なキャ リア形成 を培 うことを 目的 としてい る。 これ らの教育 プログラムは、全米 にわたっ
て展開 され 、い くつかの課題 も明 らかにされ たが、多大な成果 も上げてきている。
通常、高等学校 の後期段階2ケ年 とコミュニテ ィカ レッジ等 の2ヶ 年 の2+2、さらに大学の3年 次
編入 による2ヶ 年を加 えて2+2+2のよ うな高等学校 、コミュニテ ィカ レッジ等 、大学 を通 した長期 に
わた る技術 ・職 業教育 システムであ り、3+2,4+2、あるいは3+2+2、4+2+2のよ うな形態 も見 られ る。
このプ ログラムが推進 されてきた背景には、アメ リカにお ける労働市場の状況 がある。 ミシガ ン
州 のテ ックプ レップに関す る報告書 によると、 「全ての労働者 がコ ミュニケー シ ョン、数学、科学、
コンピュ0タ についての高 レベル の技術 を持 ち、チームワ0ク 優先の職場に不可欠 な特性、態度、行
動が とれ るよ う求め られ るようになる。今や12年生(わ が国の高校3年 にあたる)の 技術 レベルが、
21世紀 の機能 リテラシーの標準 と見な されている。アメ リカでは非熟練職 の30パー セン ト、半熟練職
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の29パー セン ト、管理 ・専 門 ・技術職の11パー セ ン トが機能的文盲状態にある」とし、今後、高卒以
上、大卒未満 を必要 とす る分野で雇用が拡大 して くると言 う。 そのため、高等学校で習得 した知識 ・
技術を基礎 として、いかに中等後教育 レベルにまで発展 させ るかが課題 となってい る。
このプ ログラムを積極的 に取 り入れ、推進 してい るアメ リカ合衆 国 ミシガ ン州教育省 の取 り組み
の特徴は以下の通 りである。
・中等学校 とコミュニテ ィカ レッジ間にパー トナー シップを形成す る。
・高等学校時代か ら生徒たちをテ ックプ レップ ・プログラムに参加 させ る。
・早期か ら技術職への啓発 を行 う。
・学業上の成功や将来の就職のため、 よりよいキャ リア ・カ ウンセ リングを生徒 に提供する。
・準学士 レベルで各専門に対応 できるよう、高等学校において広範 囲な技術能力 を植 え付 ける。
・高等学校 の職業教育 プログラム とコミュニテ ィカ レッジにお ける技術 ・職業プログラムを連携 さ
せ る。
・準学士号取得者 に、よ り高次の技術スキル を提供す る。
主なプログラムの分野 は、「産業 とエ ンジニア リング ・テ クノロジー」、「人文 ・コ ミュニケー シ ョ
ン」、 「ビジネ ス経営 と技術」、 「健康サー ビス」、 「福祉 サー ビス」、「自然資源 」な どであ り、高等学
校最終学年 の生徒の半数近 くが これ らのプ ログラムに参加 した とされ てい る。
また、全ての生徒 が、グローバル社会におけるアメ リカの労働力に必要 とされるスキル を確実に身
につけるために不可欠な複数 の活動の構成要素 として、「中学校にお けるキャリア啓発カ リキュラム」、
「教育 とエンプ ロイア ビリティ(就 業能力)開 発プラン」、 「生徒のポ0ト フォ リオ」、「エ ンプロイア
ビリティ ・スキル」、 「カ リキュラム全体に統合 された技術教育」、 「数学、科学、コ ミュニケー シ ョン
の各分野での文脈及び学習の成果」、「学習者の援助 と準備 サー ビス」、 「成人テ ックプ レップ ・ブ リッ
ジ ・プログラム」、「地域 の学校改善運動に統合 されたテ ックプ レップ」、「職業実践を重視 した学習」、
「就職サ0ビ ス」、「4年生大学への リンク」、「Schoo1-to-Workパー トナ0シ ップへの リンク」などを
挙 げてい る。
以上の よ うに、アメ リカ合衆 国では、生徒 のキャ リア形成 を 目指 した取 り組み が1980年代後半か
ら始 められ 、現在 で も様 々な形態 で実施 され てい る。最近 では、低所得者層 の子 どもたちを救済す
る 目的で、授業料のかか らない高等学校在 学中に、高度 な職業資格や準学士な どの学歴 を取得で き
るテ ックプ レップ ・プ ログラムや シカ ゴ学 区にお ける 「教 育か らキャ リア(EducationtoCareer:
ETC)」プログラムな ども実施 されてい る。
また、生徒や保護者 の高等教 育志 向や雇用市場 における高度な知識 ・技術 を持つ人材 育成 の要請
な どの背景 か ら、アメ リカ合衆国以外で も、 ドイ ツ、フランス、イギ リス、韓 国、タイな ど多 くの
国々で技術 ・職業教 育にお ける高大連携が進 め られつつある。 こ うした状況はわが国においても同
様 であ り、今後の更なる展開が求 め られている ところである。
6.高大連携における職業教育の今後の検討課題
以上の よ うに、アメ リカ合衆国の事例 も含 めて高大連携 の現状について紹介 したが、専門高校の
活性化や各専 門領域 に関す る教 育の更な る充実 のためのみ な らず、生徒の学習意欲の喚起や総合的
なキャ リア形成 とい う観点か らも、高大連携 の持つ意味は大 きく、今後、積極 的に推進す るこ とが
重要であ る。そのためには、 これ までの実践 か ら得 られ た種々の課題 を明 らかに し、その課題解決
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に向けた対策 の検討 が必要であ る。 これまでの実践事例 にみ られた課題は、高等学校側 の検討課題
としては、大学進 学等 、継続教 育を 目指 した各専門領域 の教育や普通教育カ リキュラムのあ り方、
生徒の多様 な希望進路 に即 した進路指導のあ り方、キャ リア教育を含む事前学習 のあ り方 、大学等
での教員研修 の拡大 ・充実な どである。大学側 の検討課題 としては、入学試験(AO入 試 、推薦入
試 ・特別枠入試)等 のあ り方、各専 門領域 に関す る教育に関わ る大学 のカ リキュラムのあ り方、補
習授業のあ り方、高等学校教育へ の積極的な関与、大学等 におけ る各専門領域 の教育に求め られ る
学力基準の明確化 な どである。全体的な検討課題 としては、高大連携 に向けての教員同士の交流の
促進、産業界、地域 、教育界等の連携の推進 、高大双方 にお ける教育 内容お よび カ リキュラム等の
開発 と評価 のあ り方 、高大双方 にお ける事業経費の確保 な どであ る。 また、専修学校か ら大学3年
次への編入 が可能になった ことや 、農業大学校 の多 くが専修学校 として認 可 され たことか ら、これ
らの中等後 の短期専門教育機 関か ら、大学 の専門学部への3年 次編入な ども可能 とな り、高等学校、
通常2力 年 の中等後教育機 関、2力 年の大学専 門学部 といった7力 年 にわた る専 門教育 もす でに一
部 では行 われ てい る。 さらには、特定の専門分野 に関わる専門職 大学院の設置 も認 め られ 、よ り高
度 な知識技術 の習得 も可能 になってい る。一般的 に、公 的な短期 専門教育機 関は授業料 な どの経費
が安 く、生徒への負担 も少ない。
この よ うに、専門高校 と大学の専 門学部等 の間では、それぞれの専 門性 に共通す るところが多い
ことか ら、専 門教育にお ける高大連携は、各専 門分野のよ り高度 な人材育成 の面 か ら大いに期待で
きるものであ り、高大双方のカ リキュラムの検討な ど、専 門教育の連続性 を視野 に入れた今後の対
応 が望まれ る。
7.産 業界 との連携
専門高校 と産業界 との連携 につ いては、以前 か らイ ンター ンシ ップ事業 として多 くの職業系の専
門高校 な どで実施 され 、一定の成果 を上げてきてい る。 また、 これ か らの社会や産業界を担 う人材
育成 を 目的 として、各企業や団体 な どが 中心 となって高校生のための出前講座や技能体験 な ど、最
新 の技術や技能の一端 を伝授す る取 り組 みな ども各地で行 われている。
本稿 では、 ドイツな どの中等職業教育プ ログラム として成果 をあげてい るデ ュアルシステムを模
して平成16年度か ら実施 された 日本版デ ュアル システム推進事業について、そのね らいや実施校に
お ける調査結果 を事例 的に紹介 したい。
文部科学省 における専 門高校等 にお ける 「日本版 デュアル システム」推進事業 は、関係4大 臣の
合意である 「若者 自立 ・挑戦プ ラン」(平成15年6月)に 基づ く施策 であ り、厚生労働省 、経済産業
省 な どとの連携の もとに実施 されつつ ある。 この事業のね らい等は、平成16年2月に刊行 された こ
の課題 に関す る調査研究協力者会議報告書である 「専門校 高等 にお ける 「日本版デュアル システム」
の推進 に向けて 一実務 と教育が連結 した新 しい人材 育成 システム推進 のための政策提言一」 で詳細
に紹介 され てい る。
この中で、この事業のね らい として、専門高校等 におけ る 日本版 デュアル システムは、「これまで
専 門高校等 を中心に高等学校 が行 ってきたスペ シャ リス トの基礎 ・基本 を養 う教育、すなわち職 業
生活 に必要 な基礎 的な知識や技術 な どを身にっ け させ た り、勤労観 、職業観 を養 った りす る教育に
加 えて、 よ り実際的 ・実践的な職業知識 と技術 ・技能を養 う教育 ・訓練 を高等学校教育に導入す る
ことによ り生徒の職業 的資質 ・能力 を一層伸長 し、 もって、専門高校等の教育の活性化 を図る とと
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もに、専門高校等 と地域 の産業 ・企業 とのパー トナーシ ップを確 立 し、地域 の産業 ・企業 が求 める
人材な ど、社会 に有為 な人材 を育成 しようとす るものであ る。」として次の よ うな具体的なね らい を
挙 げてい る。
☆実際的、実践的な職業知識や技術 ・技能 の修得 を通 して生徒 の資質 ・能力 を一層伸長す る とと
もに、生徒の主体 的な職 業選択 の能力や職業意識 を育 てる。
☆企業実習 を通 して、働 く意義 を理解 す るとともに職業人の誇 りを感得 して、社会参加 に積極的
かつ円滑 にコ ミュニケーシ ョンできる能力 ・態度 を育成す る。
☆ 「業を起 こす」 とい う起業家精神 を酒養す る。
☆諸職種 の仕事内容 を知 り、生徒が 自己の適性等 に合 った職種 を発 見す るな ど進路選択 に資す る。
☆我が国の産業 ・経済 の発展 を担 った 「ものづ くり」の技術 ・技能 を継 承す る人材 育成 を図る と
ともに、産業 ・経済 の情報化 ・サ0ビ ス化 あるいは社会の高齢化 といった変化 に柔軟 に対応 し
つつ、 これ を担 う人材 を育成す る。
☆専門高校等 と地域 の産業 ・企業 とのパー トナーシ ップを確 立す る とともに、地域や産業 ・企業
が求める人材 を育成 し、その発展 に資す る。
☆高等学校、特に専門高校 等の教育 を活 性化す るとともに、地域企業等の雇用 の発 掘や 高校生の
就職機会 の拡大を促進 し、地域産業の振興 を図 る。
また、文部科学省 の資料 による と、この事業 の内容 は、まず、モデル地域 を指定 し、各地域の実
践 を通 して、それぞれ の地域の生徒 ・学校 の実態や産業界 ・企業の実情 をふまえた連携 のあ り方等
の効果的な導入手法な どを探 るとともに、 このシステムの理解 の促進 を図 ることである。
以上、文部科学省 にお ける 「日本版デ ュアル システム」推進事業のね らいおよび内容等 について
公表 されている関係資料等か ら紹介 したが、その他、厚生労働省指定 のモデル地 区や都道府県が独
自に推進 してい るプ ログラム もある。
次 に、 この事業の実施地域における具体的な取 り組 みの成果 と課題 について、群馬県沼 田地域 と
山梨県国中地域の事例 を中心に紹介 したい。
8.日 本版デュアルシステムの成果 と課題
日本版デ ュアルシステ ムのモデル地域 としては、平成16年度が15地域、平成17年度が5地 域の合
計20地域 が選定 され、それぞれ の地域 とも原則 として3ヶ 年計画 で調査研究 が行われ てい る。農業、
工業、商業 な どの専門高校 と普通高校が参加 し、地域 によ り参加校数 は異な る。
日本版デ ュアルシステ ムは、 これ までのインタ0ン シ ップ事業 とは異な り、長期間にわたる企業
実習のため、各学校 とも受入企業 の開拓や教育課程の編成等で様 々な課題 を抱 えなが らの実践であ
ったが、概ね大 きな成果 を上げてきた と言えるだろ う。
そ こで、筆者がインタ ビュ0調 査 を実施 した群馬県沼田地域(群 馬県立利根実業高等学校)と 山
梨県国中地域(山 梨 県立農林高等学校)を 中心 に、 この事業の成果 と課題 について整理 した結果は
下記の通 りである。
(1)企業実習の成果
生徒へのイ ンタビュー の結果 、 「測量は、道路工事 に とって極 めて重要なこ とがわかった。」、 「企
業実習にでてか らは、各専門領域 に関す る学習への取 り組む姿勢が変 わった。本人のみな らず、家
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の人 にもそ ういわれ る。」な ど、学校で学ぶ各専門領域 に関す る学習 についてその意味を理解 し、積
極的 に学習す るな どの態度の変化 が見 られた。
また、 「これか らの進路にっいて真剣 に考 えるよ うになった。」、 「企業 に勤めてい る先輩 と話 し、
今後の進路 を決 めることができた。」、 「社会 に出て行 く自信 と希望 を持 っ ことができた。」、 「実習 を
通 して、土木 関係 の仕事 のお もしろ さや奥の深 さを知 り、この会社 に就職 したい と思 うよ うになっ
た。」な ど、 自らの進路を真剣 に考える とともに、 「デュアル に参加 して働 くことの大切 さ、人間関
係 の大切 さがわか るよ うになった。」、「いろんな人たち と接 し、その人達 と会話す るこ とができるよ
うになった。」、 「人 と話せ るよ うになった。」、 「時間を守 るこ と、敬語 を使 うこと、 目上の人への気
配 りが勉 強できた。」、「仕事に厳 しさを感 じるが、休憩時間な どに先輩 の人か ら様 々なア ドバイス を
も らえる。」、「目上の先輩 との人間関係 が勉 強になった。」、「社会でのマナー を学ぶ こ とができた。」、
「様々な人 との触れあいができ、勉強 になった。」な ど、人 間関係や社会的なマナ0な ども学ぶ機 会
となった ことが伺 われ る。
イ ンタ ビュー結果 か らもわかるよ うに、生徒 の評価 はおおむね良好 であった。 これまでのイ ンタ
ー シ ップ とは異な り、企業実習の長期化に よ り、仕事の内容や厳 しさ、求め られ る技術 ・技能、社
会人 としての様々なマナー、人間関係 等につ いて多 くの ことを学ぶ ことによ り、これまで漠然 と考
えていた仕事 の中身や学校で学ぶ各専門領域 に関す る学習 の意味を理解 し、将来 の進路を真剣 に考
えるよ うになるな ど、 このシステムの導入 は、参加 した生徒 に多 くの経験 と示唆 を与 えた もの と考
え られ る。 また、実習先 の企業に とって も、特別な安全管理体制の整備や実習担 当者 の配置 による
通常業務へ の影響な ど、多 くの犠牲 があった ものの、「若い人が加 わることによって、職場 の雰囲気
が変わった。(明るくなった。活気づいた。)」、「生徒 に教 えることによって、特に若い社員 の刺激 に
な り、彼 らの勉 強にもなった。」、「(特に土木 業界)こ の業界への若者 の参加 が期待 され る。」、「学校
との関係 が深 まる。」、 「今 時の若者 は、 と思 っていたが、思った以上に よく働 き驚 いた。」、 「あい さ
っ もきちん とで き、仕事の上での態度 もよか った。」、「朝早 くて も遅刻せず 、中には、社員 よりも早
く出社 する生徒 もいた。」な ど、それ ぞれの業界 の後継者養成や学校 との連携 に よる地域の人材養成
とい う観 点か ら、それ な りの評価 が得 られた ことは、 このシステム導入の成果 と言 える。
(2)課題
この事業 の導入に際 して、予想 された最初 の課題 は、受入企業の開拓 と各実習 内容 と生徒 の希望
とのマ ッチングであった。 当該校 は ともに、 これまでに地域の土木 、建築、造 園業界等に多 くの人
材 を輩出 してきた こと、同窓会や各学科のOB会 を中心 として地域産業界 と学校 の密接 な連携が構
築 されていたこ と、長年 にわたるイ ンタ0ン シ ップの実績 があること、業界の関連団体等 の協力が
あった こと、それに校長 をは じめ とす る学校教職員の熱意 な どに よ り多 くの受入企業 を開拓 できた
と思われる。 また、受入企業 と生徒 の希望 とのマ ッチ ングについて も、事前のイ ンタ0ン シ ップ、
アンケ0ト 調査、個人面談等を通 して行い、い くつかの課題は生 じたものの、おおむね良好 であっ
た と思われ る。
今後に残 された課題 として、今後検討 している参加 実習生の拡大や食品 ・機械等の製造業 に関す
る新たな受入先企業の開拓、受入企業 における実習内容 に関す る相互 の検討 、受入企業の負担への
対策、生徒 の事前指導 の充実な どが挙げ られ るが、特にデ ュアル システム担当教師の負担増 は、今
後 この事業 を継続 してい く上で大 きな課題 であ り、加配 を含 めた早急 の対策 が求 め られ る。 また、
受入企業へ の対策 としては、税制上 の軽減措置等の何 らかの対策 も検討す る必要 があろ う。
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以上、2つ の地域 の事例 について、生徒 、受入企業、並び にこの事業担 当の教諭のイ ンタ ビュー
調査 を通 して、 この事業 の成果 と課題 について紹介 したが、両校 とも、地域 の専 門高校 として、 こ
れ まで産業界等 に多 くの人材 を輩 出 し、地域 の産業に多大 な貢献を してきた ことか ら、 この事業の
導入 に当たって受入企業 か らの理解 と協力が得 られた ことが成果 に結びっいた と言 える。 また、そ
の他の地域 にお ける実践 も概 ね当初 の 目的を果 た しそれ な りの成果 が報告 され てい る。 この事業の
導入 によ り、当初の 目的で ある生徒 のキャ リア発達 を促す だけでな く、産業界 と学校の連携 をよ り
強 固な ものに した ことは、今後 の専 門高校 にお ける職業教育の活性化 に繋が る画期的な こととして
評価できるが、卒業後 、即戦力 になるよ うな人材育成 の観点か らは、2～3週 間あま りの短い実習
期 間で十分 な成果をあげることは難 しいであろ う。今後 に残 された課題であ る。
9.ま と め
以上、専門高校 と大学等及び産業界 との連携 について、その現状 と課題 について、アメ リカ合衆
国の事例 な どを含 めて紹介 したが、これまでの各地での実施経過 か ら、専門高校 におけ るこれ らの
事業は、それぞれ多様 な多 くの課題 はあるものの、現時点 では大きな成果 も上げてきているこ とが
認 め られる。産業構造や就業構造 が著 しく変化 し、科学技術が急速 に進展す る中で、高い技術力や
思考力を持 ち、豊 かな人間関係 を築きなが ら主体的に仕事に関わる人材 育成 が求め られ てい る今 日、
今 にもま して、専門高校 においては、各専門領域の学習や基礎 的な学力の充実を図るとともに、就
業者 として身 にっけるべ き基本 的な能力、す なわちエ ンプロイア ビリテ ィーの育成 に努 めるこ とが
求 め られている。 これ らの能力は、様々な種類 の労働全体 に適応 できる能力である と同時に、生涯
を通 じて個人活動 と社会活動に適応 できる能力 である。具体的には、情報 を収集、分析 し、総合す
るこ と、 自らの考え と情報 を伝達す ること、活動計画を立て、組織す ること、他人 と協力 してチ0
ム内で働 くこと、数学 的思考 と技法 を使 用す るこ と、問題 を解決す るこ と、学んだ技術 を使用す る
ことな どである。 これ らはすべての成人に求め られ る基礎的能力であ り、専門高校 においては、以
前 か らこれ らの育成 に重点的に取 り組んできたが、 さらに強化 を図るこ とが必要 であ り、総合高校
や普通高校 において も育成す ることが不可欠 なものである。 これ らの能力 を育成す るためには、現
在 の高等学校教育のみな らず、大学等の高等教育機 関や産業界 との連携 を図 ることが重要 であ り、
生涯学習の視点か ら地域や行政 を含 めた総合 的な支援 も必要であろ う。
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